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  証券コード 3426 

  平成23年９月12日 

株 主 各 位  

 東 京 都 台 東 区 入 谷 １ 丁 目 27 番 ４ 号

 アトムリビンテック株式会社

 代表取締役社長 高 橋 良 一

第57期定時株主総会招集ご通知 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 このたびの東日本大震災で被災された皆様へ謹んでお見舞い申し上げますとと

もに、一刻も早い復興を心よりお祈り申し上げます。 

 さて、当社第57期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申し上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議

決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成23年９月26日（月曜日）午後５時

までにお送りくださいますようお願い申し上げます。 

敬 具 
記 

１．日 時  平成23年９月27日（火曜日）午後３時 

２．場 所  東京都中央区日本橋蛎殻町２丁目１番１号 

ロイヤルパークホテル ２階 春海の間 

（末尾の会場ご案内図をご参照ください） 

３．目 的 事 項 

報 告 事 項 第57期（平成22年７月１日から平成23年６月30日まで）事業報

告および計算書類報告の件 

決 議 事 項 

議   案 剰余金の処分の件 

 

以 上                                      

 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。 

 なお、株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類に修正が生じた場合

には、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.atomlt. 

com/）に掲載させていただきます。 
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提供書面 

 

 事 業 報 告  
 

平成22年７月１日から 
平成23年６月30日まで 

 

１．会社の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及び成果 

 当期におけるわが国経済は、外需牽引型の成長構造により、輸出と生産の

回復基調が概ね維持されて踊り場局面を脱却し、内需の拡大を伴う自律回復

へ向けての動きが、総じて拡がりつつあったものの、急速な円高や資源価格

の高騰、厳しい雇用情勢などにより、景気の先行きに対する不透明感は依然

として拭い去れない状況の下で推移致しました。こうした中、本年３月11日

に発生し、甚大な被害をもたらした東日本大震災の影響により、自律回復へ

向けた景気の動きは足踏みを余儀なくされるとともに、深刻かつ長期的な低

迷が、あまねく懸念される状況に立ち至りました。 

 当社の関連する住宅市場におきましては、各種住宅取得支援政策の拡充効

果を背景として、新設住宅着工戸数に緩やかな持ち直しの動きが見られたも

のの、雇用・所得環境には未だ厳しさが残存し、本格的な回復には至らない

低水準で推移しておりました処、前述の大震災ならびに福島第１原発事故の

発生により、企業の生産活動は停滞し、住宅関連資材の需給に対する不透明

感から、住宅の着工遅延及び工期延長などが生じた状況を背景として、住宅

投資に対するマインドの低下が、多く懸念されるところとなりました。 

 このような状況の下、当社は市場価格の適正化に努めるとともに、販売費

及び一般管理費の圧縮等、調整かつ管理可能な諸施策を講じつつ、積極的な

商品展開と販路の拡大に向けて懸命の努力を重ね、併せて第７次中期経営計

画（第56期～第58期）に基づき、経営組織の改革による次代に向けた基盤構

築を掲げて、厳しい市場環境に即応し得る営業体制と、これを支える管理体

制の強化を図り、更には商品戦略、市場戦略及び情報システム戦略に停頓を

きたさぬよう、鋭意、当面する各々の課題に取り組んでまいりました。 

 商品戦略につきましては、価格競争が激化する市場環境の下、海外生産品

の安定的な調達に努めるとともに国内生産品に対する購買改善に取り組む一
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方、利便性や快適性を求める市場の動きに対応して、訴求すべき商品を絞り

込み、ソフトクローズ機構をさまざまな分野に導入した商品群の開発強化と、

その市場への浸透に注力しました。また、商品構成の再構築との観点から、

流通在庫の実態を把握しつつ、シリーズ商品の集約化を推進するとともに、

福祉施設、高齢者介護施設、公共施設等に対する内装金物の提供においては、

耐久性が高く、使い勝手のよい商品の開発を目指し、これら一連の活動を積

極的かつ体系的に展開してまいりました。 

 一方、市場戦略につきましては、ベテラン営業マンによって構成された販

売促進グループを営業本部直轄として立ち上げ、当社商品の認知度向上と販

路開拓とを含む積極的な営業支援活動を展開しました。また、「アトムCSタ

ワー」におきましては、「秋の内覧会」及び「春の新作発表会」の定期開催

はもとより、金物のみならず、広くインテリアに関わる新商品を常設展示し

て高い評価を戴き、加えて産学協同の商品開発プロジェクトによる発表会を

開催したほか、当社主催及び各団体・企業との共催による各種セミナー・イ

ベントを恒常的に催行して、来館者数の飛躍的な向上を実現するなど、同所

開設の本旨に則り、積極的に新分野・異分野の開拓を図ってまいりました。 

 更に情報システム戦略におきましては、SNS（ソーシャルネットワーク

サービス）として立ち上げた「インテリアファン」の充実を図るとともに、

インターネットを媒介とした「オンラインショップ」においては、商品アイ

テムを拡充強化したほか、顧客利便性の向上を目指して複数の大手ポータル

サイトに出店するなど、その充実に力を注いでまいりました。 

 このような経営全般にわたる諸施策を期中における内外況の変化に即応し

て推進してまいりました結果、当期の売上高は6,851百万円（前期比8.0％

増）、営業利益は39百万円、経常利益は79百万円、当期純利益は110百万円

となりました。 
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品 目 別 売 上 高 

第56期 第57期 

品 目 
自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日 

自 平成22年７月１日 
至 平成23年６月30日 

 百万円 ％ 百万円 ％ 

折 戸 ・ 引 戸 金 物 3,454 54.4 3,940 57.5 

開 戸 金 物 1,056 16.7 1,014 14.8 

引 出 ・ 収 納 金 物 812 12.8 784 11.4 

取 手 ・ 引 手 447 7.0 463 6.8 

附 帯 金 物 575 9.1 648 9.5 

合 計 6,346百万円 100.0％ 6,851百万円 100.0％ 

（注） 百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。 

 

(2) 設 備 投 資 の 状 況 

 当期の主要な設備投資は、商品開発等の金型の取得などであり、投資総額

は102百万円であります。 

 

(3) 資 金 調 達 の 状 況 

 該当事項はありません。 

 

(4) 対 処 す べ き 課 題 

 今後の見通しにつきましては、東日本大震災の影響による電力供給の制約、

サプライチェーン立て直しの遅れと再構築、さらには資源価格の高騰等の諸

課題が山積し、併せて不透明な海外経済の動向への懸念など、引き続き予断

を許さない厳しい経済情勢が続くものと考えられます。 

 当社の関連する住宅市場におきましては、一時的な弱含みは予想されるも

のの、逼迫していた住宅関連資材の需給も緩和に向かい始め、停滞していた

住宅建築も漸次本来の軌道に戻りつつあり、概ね持家系住宅を牽引役として、

緩やかな回復傾向を示すと考えられる一方、消費性向及び雇用・所得環境の

明確な改善は当面期待し難く、早期かつ劇的な回復は望めない状況にあると
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思われ、生き残りをかけた企業間取引の先鋭化ならびに競合の激化傾向とを

併せて、当社を取り巻く事業環境は依然として厳しいものと予想されます。 

 このような状況の下、住宅関連産業に携わる当社と致しましては、その事

業活動を真摯かつ懸命に遂行することこそが復興支援に繋がるものと認識し

て最大の努力を傾けつつ、中長期的な観点において、住環境の改善に向けた

潜在的なニーズには根強い底流があるものと捉え、国際標準ISO9001（QMS・

品質マネジメントシステム）及びISO14001（EMS・環境マネジメントシステ

ム）を活かした商品開発と事業展開により、創業以来100有余年の思い「独

り歩きのできる商品を提供する」をまっとうし、併せて今期を最終年度とす

る第７次中期経営計画（第56期～第58期）にて掲げた「伝統と変革の調和的

融合」を果たすべく、より一層、組織の活性化を図ることはもとより、柔軟

かつ機動的に経営体制の見直しを進め、鋭意、企業の社会的責任を果たして

まいる所存であります。また、当社全額出資の子会社「上海阿童木建材商貿

有限公司」においては、日本国内への供給体制を更に強化するとともに、現

地販売の拡大に注力しつつ、所期の目的を果たしてまいる所存であります。 

 一方、アトムCSタワーにつきましては、第７次中期経営計画において標榜

した「住空間創造企業」を目指す当社の全事業ならびに全商品の情報発信基

地として活用するとともに、当社のステークホルダーを始めとして、広く関

係する個人、団体、企業の「交流の場」とするなどの運用に努め、新たなラ

イフスタイルを提案しつつ、商品開発と販路開拓の具現化を図り、以て新規

オンデマンド事業と既存事業との相乗効果を創出して、業績の向上に前向き

かつ機動的に対応することを全社一丸となって展開してまいる所存でありま

す。 
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(5) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

区 分 
第54期 

(平成20年６月期)
第55期 

(平成21年６月期)
第56期 

(平成22年６月期)
第57期 

(平成23年６月期) 

売 上 高(千円) 8,128,125 7,012,103 6,346,396 6,851,295 

経常利益又は経常損失(△)(千円) 133,276 △  47,356 △  66,891 79,118 

当 期 純 利 益
又は純損失（△）

(千円) 21,915 △ 465,691 △  29,432 110,361 

１株当たり当期純利益
又 は 純 損 失 （ △ ） (円) 5.34 △  115.45 △   7.38 27.66 

総 資 産(千円) 8,471,104 7,803,433 7,623,099 7,681,284 

純 資 産(千円) 7,486,256 6,853,147 6,788,824 6,832,013 

１株当たり純資産額 (円) 1,823.71 1,717.60 1,701.51 1,712.33 

（注） １株当たり当期純利益又は純損失及び１株当たり純資産額については銭未満を四

捨五入しており、その他については千円未満を切り捨てております。 

 

(6) 重要な親会社及び子会社の状況 

① 親会社の状況 

 該当事項はありません。 

② 子会社の状況 

 記載すべき重要な子会社はありません。 

 

(7) 主 要 な 事 業 内 容（平成23年６月30日現在） 

 家具用金物・建具用金物・陳列用金物等、住まいの金物全般の企画開発及

び販売 
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(8) 主要な営業所及び使用人の状況（平成23年６月30日現在） 

① 本 社  東京都台東区入谷１－27－４ 

② ショールーム等  アトムＣＳタワー（東京都） 

ショップ＆ショールーム 亜吐夢金物館（東京都） 

大阪事業所＆ショールーム アトム住まいの金物

ギャラリー（大阪府） 

③ 営 業 所  札幌・前橋・広島 

④ 商 品 本 部  アトム Ｃ／Ｄセンター（埼玉県） 

⑤ 使用人の状況 

区 分 使 用 人 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

男 性 83名 ２名減 42.1歳 16.0年 

女 性 30名 １名増 37.1歳 10.9年 

合 計 113名 １名減 40.8歳 14.6年 

（注） 使用人数には、嘱託（５名）・パートタイマー（16名）は含まれておりません。 

 

(9) 主要な借入先の状況（平成23年６月30日現在） 

 該当事項はありません。 

 

(10) その他会社の現況に関する重要な事項 

 該当事項はありません。 
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２．会社の株式に関する事項 

(1) 発行可能株式総数 15,420,000株 

(2）発行済株式の総数 3,989,883株（自己株式115,117株を除く） 

(3) 当事業年度末の株主数 666名 

(4) 上位10名の株主 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

高 橋 不 動 産 株 式 会 社 985,440株 24.69％ 

高 橋 良 一 610,000株 15.28％ 

アトムリビンテック従業員持株会 334,360株 8.37％ 

アトムリビンテック取引先持株会 261,900株 6.56％ 

高  橋  快 一 郎 183,000株 4.58％ 

高 橋 寿 子 154,000株 3.86％ 

大 塚 李 代 137,000株 3.43％ 

佐 藤 俊 夫 90,600株 2.27％ 

磯 川 産 業 株 式 会 社 81,500株 2.04％ 

櫻 井 金 属 工 業 株 式 会 社 71,000株 1.77％ 

（注） 持株比率は自己株式（115,117株）を控除して計算しております。 

 

３．会社の新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 
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４．会社役員に関する事項 

(1) 取締役及び監査役の氏名等 

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 高 橋 良 一 高橋不動産株式会社取締役 

取 締 役 後 藤  厚 商 品 本 部 長 

取 締 役 神 原  誠 営 業 本 部 長 

取 締 役 根 本  博 管 理 部 長 

監 査 役 馬 場 敏 雄 （常 勤） 

監 査 役 岸 田 充 雄  

監 査 役 輿 水 洋 一  

（注）１．監査役のうち岸田充雄氏、輿水洋一氏は、社外監査役であります。 

２．監査役橋本政義氏は、平成22年９月28日開催の第56期定時株主総会終結の時を

もって、辞任により退任致しました。 

 

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額 

区 分 支給人員 支給額 

取 締 役 ５名 78,690千円 

監 査 役 
（う ち 社 外 監 査 役） 

４名 
（２名）

17,073千円 
（ 2,940千円） 

計 ９名 95,763千円 

（注）１．取締役の報酬限度年額 230,000千円（平成８年９月25日第42回定時株主総会

決議） 

２．監査役の報酬限度年額  40,000千円（平成８年９月25日第42回定時株主総会

決議） 

３．上記の支給額には、以下のものが含まれております。 

当事業年度における役員退職慰労引当金の増加額 8,583千円（取締役 7,500

千円、監査役 1,083千円）。 

４．上記のほか、平成22年９月28日開催の第56期定時株主総会の決議に基づく役員

退職慰労金の額は以下のとおりであります。なお、当事業年度ならびに当事業

年度以前の事業報告において記載済の役員退職慰労引当金繰入額を除いており

ます。 

取締役１名 13,454千円、監査役１名 8,254千円 
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(3) 社外役員に関する事項 

① 他の法人等との重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係 

 該当事項はありません。 

② 当事業年度における主な活動状況 

取 締 役 会
（16回開催）

監 査 役 会
（８回開催）区分 氏 名 

出 席 回 数 出 席 回 数

主な活動状況 

社外監査役 岸 田 充 雄 16回 ８回 

取締役会において
は、議案審議等に
必要な発言を適宜
行っております。
また、監査役会に
おいても適切な意
見・提言を行って
おります。 

社外監査役 輿 水 洋 一 11回 ８回 

取締役会において
は、議案審議等に
必要な発言を適宜
行っております。
また、監査役会に
おいても適切な意
見・提言を行って
おります。 

（注） 輿水洋一氏は、平成22年９月28日開催の第56期定時株主総会において就任致しま

したので、就任後の状況を記載しております。なお、就任後の取締役会の開催回

数は11回であります。 

 

５．会計監査人の状況 

(1) 会計監査人の名称 

監査法人よつば綜合事務所 

 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 15,000千円 

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監

査と金融商品取引法に基づく監査の額を区分しておりませんので、

上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。 

 



 

－  － 
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(3) 非監査業務の内容 

 該当事項はありません。 

 

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

 当社では、会計監査人が会社法第340条第１項に定める解任事由に該当す

ると判断した場合、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解

任致します。 

 また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発

生により、適正な監査の遂行が困難であると判断される場合、取締役会は監

査役会の同意を得て、又は監査役会の請求により、会計監査人の解任又は不

再任を株主総会に提案致します。 

 

６．業務の適正を確保するための体制 

 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制については以下のとおりでありま

す。 

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制 

・行動規範となる「企業行動規範」を定めており、取締役及び使用人に対

して法令等を遵守し高い倫理観に基づいて行動することを求めるものと

しております。 

・監査役、内部監査部門及び監査法人との連携により、経営監視機能の強

化を図るとともに、顧問弁護士と顧問契約を締結し必要に応じて客観的

な経営に関する助言を戴く等健全な経営とコンプライアンスの徹底に努

めております。 

・コンプライアンス経営の強化を図る目的で、法令違反ないし不正行為に

よる不祥事の防止及び早期発見を「公益通報に関する規程」に定め、相

談・通報窓口となる公益通報調査委員会を設けて一層の自浄体制の強化

を図るとともに、公益通報者に対する保護も図っております。 

 



 

－  － 
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(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・取締役の職務の執行に係る情報については、「文書取扱規程」その他の

社内規程を整備し、文書等の適切な保存及び管理を実施しております。

また、監査役からの求めがあるときには、これらを直ちに提供できる体

制を整備しております。 

 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・業務上の経常的なリスクについては、「業務分掌規程」にて定めた各部

門の役割に基づき、それぞれの担当部門が中心となり、各種マニュアル

等に従い、これに対処するとともに、リスク発生防止策の推進に努めて

おります。 

・新たに生じたリスクへの対応が必要な場合は速やかに対応責任者となる

取締役を定めることとしております。 

 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・取締役会を毎月１回定時開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開

催し、迅速な意思決定を行い、効率的な業務執行に努めております。 

・意思決定の迅速化と経営責任の明確化の実現に向けて、執行役員制度を

導入し、機動的な経営の遂行に努めており、また既存の執行機関である

経営会議と併せて、経営の効率化と活性化に向けた施策を講じておりま

す。 

 

(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項 

・監査役の要請に基づき、必要に応じて、同使用人を置くこととします。 

 

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

・監査役の職務を補助すべき専任の使用人の人事及びその変更については、

監査役の同意を要するものとします。 

 



 

－  － 
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(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報

告に関する体制 

・監査役は、取締役会のほか、経営会議等の重要な審議・決議の場に出席

し、取締役及び使用人から報告を受けることとなっております。 

 

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・監査役は、その職務執行のため必要な費用を会社に対して請求すること

ができることとしております。 

・監査役は、主要な稟議書その他業務執行等に係る重要な書類（電磁的記

録を含む）を閲覧し、必要があると認めたときは、取締役又は使用人に

対し説明を求めることができることとしております。 

 

(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制 

・金融商品取引法及び関連法令に従い、財務報告の信頼性を確保するため、

財務報告に関わる内部統制の体制を整備し、運用しております。 

 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 
 平成23年６月30日現在 （単位：千円） 
 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 485,027 

買 掛 金 349,571 

未 払 金 52,377 

未 払 費 用 31,766 

未 払 法 人 税 等 5,554 

未 払 消 費 税 等 19,676 

預 り 金 26,081 

固 定 負 債 364,244 

繰 延 税 金 負 債 6,296 

退職給付引当金 189,584 

役員退職慰労引当金 167,762 

そ の 他 600 

負 債 合 計 849,271 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 6,818,257 

資 本 金 300,745 

資 本 剰 余 金 273,245 

資 本 準 備 金 273,245 

利 益 剰 余 金 6,308,743 

利 益 準 備 金 43,189 

その他利益剰余金 6,265,554 

土地圧縮積立金 81,916 

別 途 積 立 金 6,000,000 

繰越利益剰余金 183,637 

自 己 株 式 △  64,475 

評価・換算差額等 13,756 

その他有価証券評価差額金 13,756 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

有 価 証 券 

商 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 法 人 税 等 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

車輌及び運搬具 

工具器具及び備品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

商 標 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

破産更生債権等 

長 期 前 払 費 用 

敷 金 保 証 金 

長 期 未 収 入 金 

貸 倒 引 当 金 

3,955,806

1,605,164

669,683

1,025,306

101,420

471,535

21,335

45,616

3,545

16,107

△  3,909

3,725,478

2,237,026

1,110,544

1,104

79

97,530

1,027,767

21,201

3,999

16,894

306

1,467,251

1,357,473

20,000

350

12,432

7,115

657

53,598

22,767

△  7,144 純 資 産 合 計 6,832,013 

資 産 合 計 7,681,284 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,681,284 

（注） 千円未満の金額は切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 
 平成22年７月１日から 

平成23年６月30日まで 
  （単位：千円） 

 
金 額 

科 目 
内 訳 合 計 

売 上 高 6,851,295 

売 上 原 価 4,988,858 

売 上 総 利 益 1,862,437 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,823,377 

営 業 利 益 39,059 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 3,041  

有 価 証 券 利 息 15,645  

受 取 配 当 金 1,715  

有 価 証 券 売 却 益 4,195  

有 価 証 券 償 還 益 4,000  

仕 入 割 引 21,035  

雑 収 入 5,130 54,763 

営 業 外 費 用  

有 価 証 券 償 還 損 14,705 14,705 

経 常 利 益 79,118 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 2,938 2,938 

税 引 前 当 期 純 利 益 76,180 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,468  

法 人 税 等 調 整 額 △36,649 △  34,181 

当 期 純 利 益 110,361 

（注） 千円未満の金額は切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 

平成22年７月１日から 
平成23年６月30日まで 

（単位：千円） 

 株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 
 

資 本 金
資本準備金 

資本剰余金 
合   計 

利益準備金
土地圧縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

利益剰余金
合   計

自己株式 
株主資本 
合  計 

平成22年６月30日残高 300,745 273,245 273,245 43,189 81,916 6,000,000 153,074 6,278,179 △64,475 6,787,693 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当  △ 79,797 △ 79,797  △ 79,797 

当 期 純 利 益  110,361 110,361  110,361 

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額 (純額 )

   

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 30,563 30,563 － 30,563 

平成23年６月30日残高 300,745 273,245 273,245 43,189 81,916 6,000,000 183,637 6,308,743 △64,475 6,818,257 

 

評価・換算差額等   

 
その他有価証
券評価差額金

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 
       

平成22年６月30日残高 1,130 1,130 6,788,824   

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 △ 79,797   

当 期 純 利 益 110,361   

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額 (純額 )

12,625 12,625 12,625   

事業年度中の変動額合計 12,625 12,625 43,189   

平成23年６月30日残高 13,756 13,756 6,832,013   

（注） 千円未満の金額は切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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個 別 注 記 表 
 

〔重要な会計方針〕 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法 

そ の 他 有 価 証 券 

時 価 の あ る も の…………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時 価 の な い も の…………移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品……………移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法） 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

…………定率法を採用しております。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物  ６～50年 

工具器具及び備品  １～20年 

無形固定資産（リース資産を除く） 

…………定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

自社利用のソフトウェア ５年（社内における見

込利用可能期間） 

商 標 権   10年 

３．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 



 

－  － 
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退 職 給 付 引 当 金 

 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく自己都合による期末退職

金要支給額から特定退職金共済及び確定給付企業年金の年金資産を控除した額を

計上しております。 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

５．会計処理方法の変更 

（資産除去債務に関する会計基準） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

６．表 示 方 法 の 変 更 

 該当事項はありません。 

 

〔貸借対照表に関する注記〕 

１．有形固定資産の減価償却累計額 2,928,777千円 

２．関係会社に対する金銭債権債務   金銭債権 40,656千円 

金銭債務 1,650千円 

３．取締役に対する金銭債権債務    金銭債権 4,000千円 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

関係会社との取引高 

営業取引以外の取引高 不動産賃借料の支払 39,600千円 

 



 

－  － 
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〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

普通株式 4,105,000株 － － 4,105,000株 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

普通株式 115,117株 － － 115,117株 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金の支払額等 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成22年９月28日 
第56期定時株主総会 

普通株式 39,898千円 10円00銭 平成22年６月30日 平成22年９月29日 

平成23年１月28日
取締役会 

普通株式 39,898千円 10円00銭 平成22年12月31日 平成23年３月11日 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となる

もの 

 平成23年９月27日開催予定の定時株主総会に、次のとおり付議しております。 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当金の原資
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成23年９月27日 
第57期定時株主総会

普通株式 39,898千円 利益剰余金 10円00銭 平成23年６月30日 平成23年９月28日 

４．新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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〔税効果会計に関する注記〕 

 １．繰延税金資産  

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,448千円  

 繰越欠損金 142,101千円  

 退職給付引当金繰入限度超過額 77,160千円  

 役員退職慰労引当金繰入額否認 68,279千円  

 ソフトウェア開発費用 3,368千円  

 減損損失 386,248千円  

 広告宣伝費他否認 9,415千円  

 その他 7,566千円  

 繰延税金資産小計 695,588千円  

 評価性引当額 △590,526千円  

 繰延税金資産合計 105,062千円  

 ２．繰延税金負債  

 土地圧縮積立金 △ 56,222千円  

 その他有価証券評価差額金 △ 9,441千円  

 その他 △   78千円  

 繰延税金負債合計 △ 65,742千円  

 繰延税金資産の純額 39,319千円  

 

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕 

１．当該事業年度の末日における取得価額相当額 6,979千円 

２．当該事業年度の末日における減価償却累計額相当額 6,397千円 

３．当該事業年度の末日における未経過リース料相当額 581千円 

 

〔金融商品に関する注記〕 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については安全性の高い金融資産に限定しております。また、

借入金等による資金調達は行っておりません。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、当社の「売上債権管理規程」に従い、取引先ごとの期日管

理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。 



 

－  － 
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 投資有価証券は主に株式及び債券であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ますが、毎月、時価の把握を行っております。 

 営業債務である買掛金は、ほぼ１ヵ月以内に決済されております。また、営業債

務は、流動性リスクに晒されておりますが、月次で資金繰計画を作成するなどの方

法により管理しております。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含めておりません（（注）２．参照）。 

 
貸借対照表計上額

（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金 1,605,164 1,605,164 － 

(2) 受取手形 669,683 669,683 － 

(3) 売掛金 1,025,306 1,025,306 － 

(4) 有価証券及び投資有価証券  

その他有価証券 1,387,209 1,387,209 － 

資 産 計 4,687,364 4,687,364 － 

(1) 買掛金 349,571 349,571 － 

負 債 計 349,571 349,571 － 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

(4) 有価証券及び投資有価証券 

 これらの時価について株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価

格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。 



 

－  － 
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負 債 

(1) 買掛金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区 分 貸 借 対 照 表 計 上 額 （ 千 円 ） 

非上場株式 71,684 

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の決済日後の償還予定額 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金 1,605,164 － － － 

受取手形 669,683 － － － 

売掛金 1,025,306 － － － 

有価証券及び投資有価証券   

その他有価証券のうち満
期があるもの（社債） 100,000 1,010,000 200,000 － 

合計 3,400,154 1,010,000 200,000 － 

 

〔賃貸等不動産に関する注記〕 

 重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

〔関連当事者との取引に関する注記〕 

１．親会社及び法人主要株主等 
      （単位：千円）

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

その他の
関係会社 

高橋不動
産㈱ 

（被所有）
直接 
24.7％

不動産の賃借
役員の兼任 賃借料の支払 39,600 前払費用 

敷金保証金 
3,465 
40,000 

 



 

－  － 
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２．役員及び個人主要株主等 
      （単位：千円）

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

役 員 高橋良一
（被所有）

直接 
15.3％

当社代表取締役 駐車場及び
倉庫の賃借

3,600 前払費用 
敷金保証金 

315 
4,000 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消

費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）高橋不動産㈱に対する賃借料の支払については、不動産鑑定士の評価に基づ

いて、賃借料金額を決定しております。 

(2）当社代表取締役社長高橋良一に対する賃借料の支払については、近隣の取引

実勢に基づいて、賃借料金額を決定しております。 

３．高橋不動産㈱は当社代表取締役社長高橋良一が議決権の100％を直接保有して

おります。 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１株当たり純資産額 1,712円33銭 

１株当たり当期純利益金額 27円66銭 

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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会計監査人の監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年８月22日 

 アトムリビンテック株式会社  

 取 締 役 会 御中  

 監査法人 よつば綜合事務所  

 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 神 門  剛 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 吉 田 麻 利 
  

 

  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アトムリビ

ンテック株式会社の平成22年７月１日から平成23年６月30日までの第57期事

業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算

書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告 

 監 査 報 告 書  
  当監査役会は、平成22年７月１日から平成23年６月30日までの第57期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思

疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役

会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま

した。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定

款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確

保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に

定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備

されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から

その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明

を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役等

と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を

受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその

附属明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。 

 



 

－  － 
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２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人監査法人よつば綜合事務所の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。 

 

 平成23年８月23日  

 アトムリビンテック株式会社 監査役会  

 

常勤監査役 馬 場 敏 雄 

社外監査役 岸 田 充 雄 

社外監査役 輿 水 洋 一 
  

 

以 上 



 

－  － 
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株主総会参考書類 

 

議 案 剰余金の処分の件 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最も重要な課題の一つとしており、

安定的な経営基盤の確保と企業価値の向上に努めるとともに、配当につきまして

も積極的な配当の継続を業績に応じて行うことを基本方針としております。 

 以上の方針および当期の業績を勘案し、当期の期末配当につきましては、下記

のとおりといたしたいと存じます。 

 なお、平成23年３月11日に、１株につき10円の中間配当を実施しておりますの

で、年間配当金は１株につき20円となります。 

期末配当に関する事項 

(1) 配当財産の種類 

金銭といたします。 

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

当社普通株式１株につき金10円 総額 39,898,830円 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

平成23年９月28日 

 

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

 

 

会 場 東京都中央区日本橋蛎殻町２丁目１番１号 

ロイヤルパークホテル２階「春海の間」 

電 話 03（3667）1111 

交 通 地下鉄半蔵門線水天宮前駅４出口とホテルが直結しております。 

地下鉄 日 比 谷 線      人形町駅Ａ１出口から徒歩約７分 

地下鉄 都営浅草線 人形町駅Ａ３出口から徒歩約８分 




